
議案第５１号 
 
 
    
 
   区議会提出議案に関する意見聴取 
   （職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記の議案を提出する。 
 

 
令和４年９月９日 

 
 
 

（提出者）        
世田谷区教育委員会 

教育長 渡部 理枝 
 
 
 
（提案説明） 
 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例の議案提

出に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条に基づき区長から意見を求

められたため、本案を提出する。 
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－1－ 

議案第  号 

   職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

    令和４年９月２０日 

    提出者 世田谷区長 保 坂 展 人 

 

（説明） 定年の引上げに係る地方公務員法の改正に伴い、規定の整備を図る必要が

あるので、本案を提出する。 
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－2－ 

   職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例

 職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例（昭和４１年１０月世田谷

区条例第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項」を「第２２条の４

第１項又は第２２条の５第１項の規定により採用された職員であって、法第２２条の

４第１項」に、「職員を」を「ものを」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律

第６３号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項若しくは第３項の規

定により採用された職員をいう。）は、同法による改正後の地方公務員法（昭和２

５年法律第２６１号）（以下「新法」という。）第２２条の４第１項又は第２２条

の５第１項の規定により採用された職員であって、新法第２２条の４第１項に規定

する短時間勤務の職を占めるものとみなして、この条例による改正後の職員団体の

ための職員の行為の制限の特例に関する条例の規定を適用する。 
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1/1 

職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

（職員団体のための職員の行為の制限の特例） （職員団体のための職員の行為の制限の特例） 

第２条 職員は、次に掲げる場合に限り、給与を受けながら、職員団

体のための業務を行い、又は活動することができる。 

第２条 職員は、次に掲げる場合に限り、給与を受けながら、職員団

体のための業務を行い、又は活動することができる。 

(１)～(４) 省略 (１)～(４) 省略 

(５) 法第28条第２項第２号の規定により休職を命ぜられている場

合 

(５) 法第28条第２項第２号の規定により休職を命ぜられている場

合 

２ 前項第５号の規定は、非常勤職員（法第22条の４第１項又は第22

条の５第１項の規定により採用された職員であって、法第22条の４

第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものを除く。）には適用

しない。 

２ 前項第５号の規定は、非常勤職員（法第28条の５第１項又は第28

条の６第２項に規定する短時間勤務の職を占める職員を除く。）に

は適用しない。 

附 則（令和４年 月 日条例第 号）  

（施行期日）  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 暫定再任用短時間勤務職員（地方公務員法の一部を改正する法律

（令和３年法律第63号）附則第６条第１項若しくは第２項又は第７

条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員をいう。）は、

同法による改正後の地方公務員法（昭和25年法律第261号）（以下「新

法」という。）第22条の４第１項又は第22条の５第１項の規定によ

り採用された職員であって、新法第22条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占めるものとみなして、この条例による改正後の職員

団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例の規定を適用す

る。 
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【参考資料】

法改正に伴う主な制度改正

職員の定年引上げに関する国家公務員法等及び地方公務員法の改正に伴い、世田谷区でも以下の内容について改正する。

職員の定年引上げに関する改正の概要

１ 定年の段階的引上げ

・ 現行60歳の職員の定年を令和５年度から２年に１歳ずつ６５歳まで引き上げる。

３ 管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）の導入

・ 管理職については、原則として60歳に達する年度末をもって役職定年となり、翌年度以降は課長補佐以下

の職で任用する。

・ ただし、職務遂行上の特別の事情がある場合には、例外措置を講ずることができる。

２ 給与に関する措置

① 給料月額に関する措置

・ ６０歳に達する年度の翌年度以降の常勤職員の給料月額は、その者に適用される給料表上の月額の７割とする。

・ ただし、管理監督職勤務上限年齢制（役職定年制）により管理職から降任した職員については、６０歳に達

する年度末時点の給料月額の７割とする。

② 退職手当に関する措置

・ ６０歳に達した日以後定年前に退職した者の退職手当の基本額は、定年退職と同様の支給率を適用する。

・ ６１歳に達する年度における給料月額の７割措置を受けた職員について、これによる減額の影響を緩和する

よう基本額の算定を行う。

・ 役職定年制により管理職から降任した職員における職層に応じた調整額の算定については、「退職前２０年

間の算定」より「６０歳前２０年間の算定」が上回る場合は、後者を適用する。

４ 定年前再任用短時間勤務制の導入

・ 60歳に達する年度の翌年度以降、本来定年となる年度までの間、本人の希望により常勤職員を退職のうえ、

再任用短時間勤務の職に採用することができる制度を導入する。

・ 任用、給与、勤務時間等に関しては、現行の再任用短時間勤務職員と同様とする。

６ 情報提供・意思確認制度の新設

・ 任命権者は、当分の間、職員が60歳に達する年度の前年度に、6０歳に達する年度の翌年度以降の任用、

給与、退職手当に関する情報を提供するものとし、職員の勤務形態等に係る意思を確認するよう努める。

５ 暫定再任用制度の導入

・ 定年の引上げにより、現行の再任用制度が廃止されるが、定年の段階的な引上げ期間中においては、定年

の翌年度から６５歳に達する年度までの間、暫定的に現行と同様の再任用制度を存置する。

・ 任用、給与、勤務時間等に関しては、現行の再任用制度と同様とする。

現行 令和５～６年度 令和７～８年度 令和９～１０年度 令和１１～１２年度 令和１3～１4年度

定年 ６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳

生年年度 昭和37年 昭和38年 昭和39年 昭和40年 昭和41年 昭和42年

※引上げ期間中の任用例

暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用

(フル・短) (フル・短) (フル・短) (フル・短) (フル・短)

常勤 常勤 暫定再任用 暫定再任用 暫定再任用

定年前再任短 定年前再任短 (フル・短) (フル・短) (フル・短)

※本則での任用

常勤 常勤 常勤 常勤 常勤

定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短 定年前再任短

常勤

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

昭和37

年度生

60

歳

61

歳

62

歳

63

歳

64

歳

65

歳

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

昭和39

年度生

58

歳
常勤

59

歳
常勤

令和１４年度

60

歳
常勤

61

歳

62

歳

63

歳

63

歳

64

歳

65

歳

昭和42年

度生以降

60

歳
常勤

61

歳

62

歳

64

歳

65

歳

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

▲ 定年の段階的な引上げの開始（R5.4.1～）

【参考：退職手当の算出方法】

基本額 「退職日の給料月額」×「退職事由・勤続年数に応じた支給率」により算出

調整額 退職前20年間の職層に応じて算出
退職手当
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